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1	 はじめに





だけで 18 万 3882 人（熊本県人口の約 1 割）を数
える。車中泊、軒先避難、その他を含めると膨大
な数の人が避難せざるを得ない状況であった。
2018 年 4 月段階で、関連死を含む死亡者は 264
人、負傷者は 2730 人であり、建物被害は、19 万
7505 棟（うち、全壊 8663 棟、半壊 3 万 4498 棟）
である。公的解体もほぼ終わり、特に益城町など
では空き地が目立つ状況である。
当初、用意された応急仮設住宅は 16 市町村 110
団地 4303 戸（うちバリアフリー仮設住宅は 6 戸）
で 5 月現在でも 3407 戸（8523 人）、みなし仮設と
して提供された住宅は、1 万 4646 戸のうち、現在
でも 1 万 1625 戸（2 万 5562 人）、その他公営住宅





































































































2 施設、合計 173 施設が指定を受けたが、もとも
との入所者に加え、災害時に定員を超えてどれだ
けの人数を受け入れることが可能であろうか。仮















































































































































































































し、ひとりの障害者に 1 チーム 2〜3 人のボラン
ティアにより、多いときには 10 回以上継続的に
支援に入るなどの活動を続けている。現在でも新
規の相談電話はまだ途切れない。ただ、こうした
災害に特化した支援は、ボランティアと義援金が
途絶えれば、所詮その時点で終了せざるを得ない。
しかし、ボランティア支援という大きな波が
去った後に何が残るであろうか。災害支援でみえ
てくるのは、実は、災害前の日常であり、障害者
が地域社会から孤立している現実である。そのた
め、現在、ポスト災害支援をにらみ、一般社団法
人「障害者がともに暮らせる地域創生館」を立ち
上げ、今後の継続した被災障害者への居宅介護や
就労支援の取り組みを準備しているところである。
写真 10 支援に集まったボランティアたち
